
交野市立地適正化計画検討部会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 交野市立地適正化計画（以下「立地適正化計画」という。）の策定に関する事項を調査、検討す

るため、交野市都市計画審議会条例（平成１２年条例第１０号）第８条の規定に基づき、交野市都市計

画審議会に部会として、交野市立地適正化計画検討部会（以下「検討部会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 検討部会は、次の各号に掲げる事項を調査、検討し、結果を交野市都市計画審議会に報告する。 

⑴ 都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第８１条の規定に基づく交野市の住宅及び都市

機能増進施設の立地の適正化を図るための立地適正化計画の策定案 

⑵ 前号のほか立地適正化計画の策定に関連する事項 

（委員） 

第３条 検討部会は、交野市都市計画審議会委員のうちから次のとおり選出し、交野市都市計画審議会

会長が指名する。 

⑴ 学識経験のある者 ６名 

⑵ 市議会議員のうちから１名 

⑶ 住民のうちから１名 

２ 委員の任期は、委嘱の日から２年（補欠の委員の任期は前任者の残任期間）とし、再任を妨げな

い。ただし、検討部会が交野市都市計画審議会に調査、検討の最終報告をしたときは、当該報告の日

をもって任期満了とする。 

（部会長及び副部会長） 

第４条 検討部会に部会長及び副部会長を置く。 

２ 部会長及び副部会長は、委員の中から互選する。 

３ 部会長は、検討部会を代表し、会務を総括する。 

４ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第５条 検討部会は、部会長が招集する。 

２ 検討部会の会議は、公開とする。ただし、委員の過半数が公開を適当でないと認めるときは、こ

の限りでない。 

（守秘義務） 

第６条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（報酬等） 

第７条 委員には、交野市都市計画審議会委員の報酬を支給する。 

（庶務） 

第８条 検討部会の庶務は、都市まちづくり部都市まちづくり課において行う。 

（委任） 

第９条この要綱に定めるもののほか、検討部会の運営について必要な事項については、別途定める。 

附 則 

この要綱は、令和６年１１月８日から施行する。 


